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第１章 計画の趣旨 

１．計画策定の背景と目的 

近年の少子高齢化や人口減少、生活様式の多様化等により居住やその他の使用がなされて

いない空家等が全国的に年々増加を続けています。 

住宅・土地統計調査（総務省）によると、空家等の総数は、1998年から2018年の20年で約

1.5倍に増加しており、2030年にはさらに1.3倍に増加すると見込んでいます。 

本市においても、平成29年度の空家等実態調査の結果560件の空家等が確認されていました

が、令和4年度の空家等実態調査で確認された空家等は494件と件数は減っています。 

しかし、人口減少に伴い中長期的な視点では空家等は増加するものと考えられます。 

 

これらの空家等の一部は、長期間にわたり放置され適切な管理が行えない結果として、火

災の発生や倒壊、公衆衛生の悪化、景観の阻害等を引き起こすおそれがあり、地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼす社会問題に発展しています。 

このため、本市においても平成25年に「空き家等の適正管理に関する条例」を制定し、令

和2年4月1日に「かすみがうら市空家等対策の推進に関する条例」として全改正し施行されま

した。 

また、令和2年2月に「かすみがうら市空家等対策計画」を策定し、空家等の所有者に対し

て適正な管理を促すなど、安心で安全なまちづくりを推進してまいりました。 

 

このような状況の中、空家等の適正な維持管理を推進するための施策として、「空家等対

策の推進に関する特別措置法」（以下「特措法」という。）が平成27年5月に全面施行され、

令和5年12月13日には、「特措法の一部を改正する法律」が施行されました。 

本市においても、平成30年3月に「かすみがうら市空家等対策協議会」を発足させ、空家等

の適正管理や住宅施策としての移住・定住に向けた利活用等を促すことで地域の活性化に取

り組んでいるところです。 

 

本計画は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、地域住民の生命や身体及び

財産の保護および、生活環境の保全を図るとともに、空家等の活用を促進する事により、地

域の活性化に資することを目的として「第2期かすみがうら市空家等対策計画」を策定するも

のです。 
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２．計画の位置付け 

本計画は、特措法第6条の規定に基づき、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施す

るための基本的な指針に即したものとして策定するものです。また、「第2次かすみがうら市

総合計画 後期基本計画」や関連するほかの計画との整合性を図り、定めるものとします。 

 

【第2期かすみがうら市空家等対策計画の位置付け】 
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３．計画期間 

本計画の期間は、令和6年度から令和10年度までの5年間とします。 

ただし、社会情勢の変化等により、必要に応じて見直しを図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間：令和６年度から令和１０年度まで 

整合 
適合 

第 2次かすみがうら市 

総合計画 後期基本計画 
空家等の「活用拡大」、「管理の確保」、 

「特定空家の除却等」の 3 本柱で対応を強化 

・第 2期かすみがうら市人口ビジョン及び 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

・かすみがうら市都市計画マスタープラン 

・かすみがうら市立地適正化計画 

・かすみがうら市国土強靭化地域計画 等 

かすみうら市空家等対策 

の推進に関する条例 

「特定空家等に対する措置」に関する 

適切な実施を図るために必要な指針 

空家等に関する施策を総合的かつ 

計画的に実施するための基本的な指針 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

第 2期かすみがうら市 

空家等対策計画 

図 1 
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第２章 かすみがうら市の現状と課題 

１．人口と世帯数の推移 

本市は、平成17年3月に千代田町と霞ヶ浦町が合併した当初は4万5千人を超える人口を有し

ていましたが、年次的に微減している傾向にあります。 

一方で世帯数は微増傾向にあり、1世帯あたりの人口が減少し、単身世帯や高齢者のみの世

帯等が増加し、核家族化が進行していることによるものと判断されます。 

 

          実   数            推  計  値 
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出所：実数値については住民基本台帳人口。 

   2025 年以降の推計値については「第 2期かすみがうら市人口ビジョン」の設定値 

世帯数 人口 

図 2 
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２．空家等の現状 

（１）空家等実態調査について 

本市では、令和4年6月10日から令和5年2月28日の期間において、市内の空家等の実態を把

握することを目的とした空家等実態調査を実施しました。 

調査の結果、市内の利用されていないと判断される空家等は494件存在していることが判明

しました。こちらの結果を平成29年2月23日から平成29年9月29日の期間に実施した平成29年

度調査の結果と比較し記載します。 

 

①調査地域と調査対象箇所 

調査地域は、本市全域とし、調査対象箇所は次の資料（情報）を使用し選定しました。 

・上水道閉栓データ（平成 29年 3月 14 日～令和 4年 5月 31 日） 

・区長及び住民提供情報（平成 27年 4月 20 日～令和 4年 7月 20 日） 

・平成 29年度空家等実態調査結果 

・現地調査の中で空家等と判断された建物 

 

②調査対象家屋 

本調査での調査対象家屋は、次のとおりとしました。 

・戸建て（一般・併用・借家） 

・集合住宅（全戸不在に限る） 

・倉庫・納屋・車庫・作業場 

・商業（店舗） 

※戸建て（借家）で敷地内に複数棟有る場合は、全戸不在である場合に限り調査対象と

しました。 

※公営住宅、公共施設、工場は、対象外としました。 

※商業施設（店舗）のうち大型店舗（ショッピングセンター等）は、対象外としました。 

 

③現地調査 

本調査における現地調査の基本方針は、次のとおりとしました。 

・公道から目視確認できる範囲での調査。 

・公有地、私有地の立ち入りは原則禁止。 

・写真撮影（外観 2枚、破損箇所等各々1枚）。 

・同一敷地内に複数棟ある場合は、主となる家屋で調査（調査票は１枚）。 

※ただし平成 29 年度の調査で 2件となっている場合は 2件で調査。 

※主となる家屋以外は、付属建物として破損状況を確認。 

（例：母屋、倉庫、車庫がある場合、主となる家屋は母屋、倉庫・車庫は付属建物で調

査し、調査件数は 1件とする） 
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④空家等と判断する定義 

本調査での空家等として調査する判断定義は、現地にて「建物の外観や敷地状況より一

見して居住の気配や使用感が感じられない」場合としました。 

 

⑤所有者調査 

空家等と判断した建物とその土地の所有者を本市保有の「固定資産税情報」を基に調査

しました。 

  ・土地 固定資産税土地情報 令和 4年度 1月 1日基準 

  ・建物 固定資産税家屋情報 令和 4年度 1月 1日基準 

 

⑥データベースの構築 

空家等と判断した建物の調査票データベースはExcel形式、位置情報についてはＧＩＳデ

ータ形式で構築しました。 

 

⑦空家等件数 

空家等と判断した建物は 494 件で、本市持家件数（11,454 件／令和 2年国勢調査結果）に

対する比率は 4.3％と、全体調査件数（2015 件）に対する比率は 24.5％となりました。この

結果を平成 29年度と比較した表が以下となります。 

 

 平成 29 年度調査時 令和 4年度調査時 

本市持家件数 11,256 件(4.9％) 11,454 件（4.3％） 

全体調査件数 2,015 件(27.8％) 2,015 件(24.5％) 

空家等と判断した建物 560 件 494 件 

※平成 29年度の本市持家件数は平成 27年国勢調査結果を参照 

   それぞれの（）内の値は空家等の件数の比率 

 

実績として令和 4年度の調査にて、平成 29年度に空家等と判断された 560 件についても

再調査を行ったところ、「建物がない(更地)」・「新築中または明らかに新築」が 68 件あり

ました。 

表 2 平成 29 年度に空家等だった 560 件の令和 4年度時点の状況 

令和 4年度現地調査での目視確認状況 件数 

概ね目視できる 382 件 

一部目視できる 74 件 

敷地内荒廃のため建物が確認できない 29 件 

公有地・私有地外からでは確認できない 7 件 

建物がない(更地) 65 件 

新築中または明らかに新築 3 件 

合計 560 件 

表 1 
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【大字別空家等件数】 

現地調査により空家等と判断した建物を大字別に集計すると、「宍倉」が 59 件（11.9％）

と最も多く、次いで「下稲吉」が 44 件（8.9％）、「牛渡」が 42 件（8.5％）となりました。 

5 年前の調査結果と比較すると、一番減った大字は「下稲吉」で 24件減少しており、次い

で「加茂」、「西野寺」が 9件減少しました。 

一番増加した大字は「西成井」で 10 件増加、次いで「牛渡」が 8 件、「宍倉」が 7 件増加

となりました。 
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表 3 大字別空家等件数（平成 29 年度と令和 4年度の比較） 

大字名 

平成 29 年度調査時 令和 4 年度調査時 

増減 空家等 

件数 

空家等 

全体に 

占める割合 

持家件数 

地区の中に 

空家等の 

占める割合 

空家等 

件数 

空家等 

全体に 

占める割合 

持家件数 

地区の中に 

空家等の 

占める割合 

加茂 26 件 4.6％ 393 件 6.6％ 17 件 3.4％ 385 件 4.4％ -9 件 

戸崎 12 件 2.1％ 182 件 6.5％ 8 件 1.6％ 185 件 4.3％ -4 件 

中台 4 件 0.7％ 44 件 9.0％ 5 件 1.0％ 43 件 11.6％ +1 件 

男神 3 件 0.5％ 60 件 5.0％ 1 件 0.2％ 60 件 1.7％ -2 件 

下大堤 5件 0.9％ 104 件 4.8％ 6 件 1.2％ 102 件 5.9％ +1 件 

大和田 12 件 2.1％ 172 件 6.9％ 6 件 1.2％ 163 件 3.7％ -6 件 

南根本 6件 1.1％ 31 件 19.3％ 5 件 1.0％ 32 件 15.6％ -1 件 

三ツ木 0件 0.0％ 72 件 0.0％ 1 件 0.2％ 67 件 1.5％ +1 件 

上大堤 0件 0.0％ 20 件 0.0％ 0 件 0.0％ 20 件 0.0％ 0 件 

深谷 22 件 3.9％ 456 件 4.8％ 21 件 4.3％ 452 件 4.6％ -1 件 

牛渡 34 件 6.1％ 694 件 4.9％ 42 件 8.5％ 651 件 6.5％ +8 件 

有河 1 件 0.2％ 24 件 4.1％ 1 件 0.2％ 24 件 4.2％ 0 件 

坂 50 件 8.9％ 366 件 13.6％ 46 件 9.3％ 367 件 12.5％ -4 件 

田伏 23 件 4.1％ 338 件 6.8％ 24 件 4.9％ 324 件 7.4％ +1 件 

安食 27 件 4.8％ 266 件 10.1％ 28 件 5.7％ 260 件 10.8％ +1 件 

柏崎 9 件 1.6％ 139 件 6.4％ 10 件 2.0％ 135 件 7.4％ +1 件 

岩坪 6 件 1.1％ 152 件 3.9％ 10 件 2.0％ 154 件 6.5％ +4 件 

下軽部 6件 1.1％ 79 件 7.5％ 7 件 1.4％ 78 件 9.0％ +1 件 

西成井 7件 1.3％ 207 件 3.3％ 17 件 3.4％ 210 件 8.1％ +10 件 

上軽部 0件 0.0％ 21 件 0.0％ 0 件 0.0％ 20 件 0.0％ 0 件 

宍倉 52 件 9.3％ 1,042 件 4.9％ 59 件 11.9％ 1,085 件 5.4％ +7 件 

志戸崎 1件 0.2％   1 件 0.2％    

雪入 2 件 0.4％ 43 件 4.6％ 2 件 0.4％ 38 件 5.3％ 0 件 

上佐谷 8件 1.4％ 116 件 6.9％ 6 件 1.2％ 114 件 5.3％ -2 件 

山本 0 件 0.0％ 19 件 0.0％ 0 件 0.0％ 20 件 0.0％ 0 件 

下佐谷 2件 0.4％ 131 件 1.5％ 7 件 1.4％ 125 件 5.6％ +5 件 

中佐谷 4件 0.7％ 96 件 4.1％ 3 件 0.6％ 96 件 3.1％ -1 件 

上稲吉 23 件 4.1％ 477 件 4.8％ 19 件 3.8％ 474 件 4.0％ -4 件 

下稲吉 68 件 12.0％ 2,244 件 3.0％ 44 件 8.9％ 2,357 件 1.9％ -24 件 

上土田 6件 1.1％ 103 件 5.8％ 6 件 1.2％ 108 件 5.6％ 0 件 

下土田 8件 1.4％ 109 件 7.3％ 9 件 1.8％ 109 件 8.3％ +1 件 
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大字名 

平成 29年度調査時 令和 4 年度調査時 

増減 空家等 

件数 

空家等 

全体に 

占める割合 

持家件数 

地区の中に 

空家等の 

占める割合 

空家等 

件数 

空家等 

全体に 

占める割合 

持家件数 

地区の中に 

空家等の 

占める割合 

飯田 0 件 0.0％ 15 件 0.0％ 0 件 0.0％ 16 件 0.0％ 0 件 

東野寺 5件 0.9％ 112 件 4.4％ 3 件 0.6％ 110 件 2.7％ -2 件 

西野寺 12 件 2.1％ 82 件 14.6％ 3 件 0.6％ 86 件 3.5％ -9 件 

市川 8 件 1.4％ 121 件 6.6％ 5 件 1.0％ 120 件 4.2％ -3 件 

新治 5 件 0.9％ 238 件 2.1％ 3 件 0.6％ 231 件 1.3％ -2 件 

中志筑 17 件 3.0％ 232 件 7.3％ 9 件 1.8％ 231 件 3.9％ -8 件 

下志筑 6件 1.1％ 184 件 3.2％ 5 件 1.0％ 180 件 2.8％ -1 件 

上志筑 0件 0.0％ 38 件 0.0％ 0 件 0.0％ 40 件 0.0％ 0 件 

大峰 1 件 0.2％ 19 件 5.2％ 1 件 0.2％ 19 件 5.3％ 0 件 

横堀 2 件 0.4％ 39 件 5.1％ 3 件 0.6％ 38 件 7.9％ +1 件 

五反田 2件 0.4％ 34 件 5.8％ 3 件 0.6％ 31 件 9.7％ +1 件 

粟田 3 件 0.5％ 27 件 11.1％ 3 件 0.6％ 27 件 11.1％ 0 件 

高倉 2 件 0.4％ 80 件 2.5％ 5 件 1.0％ 77 件 6.5％ +3 件 

稲吉一丁目 6 件 1.1％ 45 件 13.3％ 3 件 0.6％ 42 件 7.1％ -3 件 

稲吉二丁目 7 件 1.3％ 125 件 5.6％ 3 件 0.6％ 122 件 2.5％ -4 件 

稲吉三丁目 5 件 0.9％ 180 件 2.7％ 0 件 0.0％ 185 件 0.0％ -5 件 

稲吉四丁目 1 件 0.2％ 58 件 1.7％ 0 件 0.0％ 72 件 0.0％ -1 件 

稲吉五丁目 4 件 0.7％ 181 件 2.2％ 4 件 0.8％ 208 件 1.9％ 0 件 

稲吉東一丁目 10 件 1.8％ 137 件 7.3％ 4 件 0.8％ 138 件 2.9％ -6 件 

稲吉東二丁目 2 件 0.4％ 157 件 1.2％ 3 件 0.6％ 166 件 1.8％ +1 件 

稲吉東三丁目 3 件 0.5％ 112 件 2.6％ 3 件 0.6％ 128 件 2.3％ 0 件 

稲吉東四丁目 7 件 1.3％ 165 件 4.2％ 3 件 0.6％ 168 件 1.8％ -4 件 

稲吉東五丁目 6 件 1.1％ 120 件 5.0％ 4 件 0.8％ 150 件 2.7％ -2 件 

稲吉東六丁目 0 件 0.0％ 79 件 0.0％ 0 件 0.0％ 122 件 0.0％ 0 件 

稲吉南一丁目 7 件 1.3％ 187 件 3.7％ 5 件 1.0％ 187 件 2.7％ -2 件 

稲吉南二丁目 1 件 0.2％ 71 件 1.4％ 0 件 0.0％ 78 件 0.0％ -1 件 

稲吉南三丁目 11 件 2.0％ 218 件 5.0％ 8 件 1.6％ 224 件 3.6％ -3 件 

合計 560 件 100％ 11,256 件  494 件 100％ 11,454 件  -66 件 

 

 

 

 

  

出所： 

・平成 29 年度のデータについて 

持家件数については平成 27 年度国勢調査結果。ただし、「志戸崎」は、国勢調査上の数値該当無。 

・令和 4年度のデータについて 

持家件数については令和 2年度国勢調査結果。ただし、「志戸崎」は、国勢調査上の数値該当無。 
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空家等分布図（霞ヶ浦地区） 

 

  

図 3 
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空家等分布図（千代田地区） 

 

  

図 4 
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⑧空家等の管理状況 

空家等と判断した 494 件の建物の外観目視による調査では、雑草繁茂による荒廃が合計で

208 件（42.1％）、次いで立木の繁茂や倒壊等が 104 件（21.1％）、次いで屋根の破損や変形・

剥落等が 89 件（18.0％）となりました。 

平成 29 年度は大・小のみの 2つの危険度で判定を行いましたが、令和 4年度は項目に大・

中・小と調査項目によって危険性を 3つに分類し調査しました。 

平成 29 年度の調査と同様に令和 4年度でも「雑草繁茂による荒廃」が一番の問題となりま

した。「庇・軒の裏板腐食やたれ下がり等」については、平成 29 年度と令和 4年度調査で基

準が異なる（破損が大きな箇所が 1か所以上 2か所以下の場合は危険度（中）、3か所以上の

場合は危険度(高)とした）ため、値に差が生じています。 

 

図 5 危険性のある空家等調査項目別件数（重複有） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※平成 29 年度と令和 4年度の調査項目での異なる点 

平成 29 年度の調査では危険性があると判断した場合、危険性が「大・小」の 2 つの選択とした

が、令和 4 年度の調査では項目別に「高・中・小」の 3 つからの選択としさらに項目ごとに「大・

中」の調査項目(⑬⑯以外)と、「中・小」の調査項目(⑬⑯)に分けました。 

 

 

大 1 小 8               大 9 中 7 

大 1 小 4               大 6 中 9                 

大 11 小 66             大 33 中 56 

大 21 小 117       大 26 中 34          

大 15 小 34             大 21 中 40 

大 2 小 37            大 10 中 14 

大 3 小 14             大 2 中 3 

大 2 小 5             大 2 中 3 

大 2 小 35            大 5 中 5 

大 0 小 8                大 10 中 19 

大 0 小 1              大 0 中 3 

大 1 小 40             大 13 中 26 

大 1 小 3              中 0 小 1 

大 9 小 48           大 16 中 23 

大 30 小 78           大 43 中 61 

大 26 小 158             中 101 小 107 

大 4 小 0               大 5 中 2 

大 28 小 76      大 6 中 18 

令和 4 年度調査結果 平成 29 年度調査結果 
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⑨緊急の対応を要することが懸念される空家等 

空家等と判断した 494 件の建物における措置の必要性については、表 4 の「調査対象物の措置の

必要性の判定方法」に基づき、外観目視による 18 項目の調査結果から危険性を、三段階で区分

けするとともに、周囲に危害を与える可能性の有無を基準に割り振り、判定を行いました。 

 

 

 

結果は、表 5、表 6のとおりとなっております。 

表 5 当該調査対象物における措置の必要性 

平成 29 年度結果 令和 4年度結果 

状況 件数 比率 状況 件数 比率 

なし 222 件 39.6％ なし 241 件 48.8％ 

監視 176 件 31.4％ ※令和 4年度では項目なし   

要警戒 32 件 5.7％ ※令和 4年度では項目なし   

低い 4 件 0.7％ 低い 110 件 22.3％ 

高い 34 件 6.1％ 高い 50 件 10.1％ 

非常に高い 83 件 14.8％ 非常に高い 89 件 18.0％ 

※平成 29 年度では項目なし   現地調査不可 4 件 0.8％ 

判断できず 9件 1.6％ 判断できず 0 件 0％ 

合計 560 件 100％ 合計 494 件 100％ 

 

 

 

 

 

表 4 当該調査対象物における必要性の判断方法 
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表 6 「非常に高い」となった 89 件の内訳は以下となります。 

危険度(高)の件数（全 18 項目） 空家等の件数 

危険度(高)が 11 件 1 件 

危険度(高)が 9 件 1 件 

危険度(高)が 8 件 4 件 

危険度(高)が 7 件 1 件 

危険度(高)が 6 件 3 件 

危険度(高)が 5 件 4 件 

危険度(高)が 4 件 5 件 

危険度(高)が 3 件 4 件 

危険度(高)が 2 件 12 件 

危険度(高)が 1 件 37 件 

危険度(高)は 0 件だが危険度(中)が 3件以上 17 件 

合計 89 件 

 

 

⑩所有者調査結果 

現地調査により空家等と判断した建物 494 件の土地と建物の所有者情報を固定資産税情報より

調査し、表 7のとおり整理しました。 

 

表 7 所有者調査結果 

項目 平成 29 年度 令和 4 年度 

① 土地・建物ともに特定できた 485 件 412 件 

② 土地の所有者が不明である 0 件 1 件 

③ 建物の所有者が不明である 75 件 81 件 

合計 560 件 494 件 
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（２）所有者アンケート調査 

現地調査の結果より、空家等の可能性が高いと判断した建物のうち、建物もしくは土地所

有者の特定ができた 370 件に対してアンケート調査を実施しました。 

 

（アンケート項目、結果等は別添資料参照） 

（アンケート調査期間～回収期間：令和 4年 1月 30 日～令和 4年 2月 15 日） 

 

表 8 ＜アンケート調査実施内容＞ 

 令和 4年度 

アンケート発送件数 370 件 

アンケート回答件数 125 件 

回   答   率 33.8％ 

※令和 4 年度のアンケート発送件数については、ポスト等がふさがれている、宛先

不明等により所有者の手元に届かなかったものを除いた件数となります。 
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３．空家等の課題 

空家等実態調査及びアンケート調査の結果に基づき分析した本市の空家等に関する課題は

次のとおりです。 

 

（１）空家等の分布状況の課題 

空家等と判断した建物の分布状況を分析したところ、市全域に分散していますが、郊外に

比べ神立駅周辺の市街地エリアにより集中していることが分かります。 

また、大字別の空家等は「宍倉」が 59 件で一番多く、次いで「坂」の 46件、「下稲吉」の

44 件となりました。 

特に市街化区域は住宅が密集しているため、空家等に隣接する住宅や主要道路等への悪影

響（倒壊、防災・防犯上の危険性、悪臭、景観悪化等）が懸念されます。 

 

（２）空家等の発生原因に関する課題 

アンケート調査において、「問 6．建物を利用しなくなった理由で最も大きな要因は何です

か」との設問に対して、「住んでいた人が死亡したため」が 21.4％と一番多い結果となりま

した。 

また「問 12．利用していない建物の相続登記又は名義変更を行いましたか」との設問に対

して 26.5％は「名義変更を行った」と回答しているが、15.4％は「行っていない」、57.3％

は「無回答」となっており、相続問題も懸念されます。 

今後においても、少子高齢化の進展は避けられない社会問題であることや、本市の人口と

世帯数の推移から分析しても、人口は減少傾向にあるにも関わらず、世帯数は増加している

実態から、単身世帯や高齢化のみの世帯が増加し、核家族化の進行により空家等は増加して

いくことが予想されます。 

空家等の発生を抑制するためには、世代交代に伴う相続問題や土地活用対策等の施策運用

が求められます。 

また空家等は、時間が経つにつれ、管理や修繕等のコスト増加、相続の権利関係の複雑化

により売却等の利活用が困難になるため、早期の対応が重要となります。 

 

（３）空家等の適正管理における課題 

アンケート調査において、「問 16．建物の維持管理はどのくらいの頻度で行っていますか」

との設問に対して 17.1％が「ほとんどしていない」と回答をしているため、約 2割の所有者

等が定期的な空家等の適正管理を行っていない実態が窺えます。 

維持管理の課題として「住まいが遠方」、「管理の手間が大変」との回答が多いことからも、

庭や敷地内の草木の管理が問題となっている空家等が多いことが窺えます。 

以上の点から、住宅の維持管理に関する相談窓口や、空家等の管理不全により生じるデメ

リットを情報発信することで、所有者等が自発的に空家等の管理を行うような意識の醸成を

図ります。 

また、所有者に対して空家等の再利用についても市からの提案を進めていきます。 
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第３章 空家等対策に係る基本的な方針等 

１．基本的な方針 

本計画は、空家等の適正で健全な維持管理を促進し、空家等の発生を抑制するに留まらず、

地域資源として有効な利活用をすることで、活気あふれるまちづくりの推進を図り、魅力ある

住宅環境に資することを目的とします。 

空家等は個人の財産であることから、所有者等自らの責任により適正に管理することを原則

としたうえで、所有者等が抱える課題等の解決に向け、以下の 4つの柱を基本方針として関係

機関と連携し、総合的な空家等対策の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 
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２．計画の対象 

（１）計画の対象地域 

本市において、空家等は市内全域に点在し、今後も市内全域で空家等が増加することが予

想されることから、本計画の対象地域は市内全域とします。 

 

（２）対象とする空家等の種類 

本計画の対象とする「空家等」の定義は、特措法第 2条第 1項に準じ、次のとおりとしま

す。 

建築物又はこれに付随する工作物であって居住その他の使用がなされないことが常態で

あるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着するものを含む。）。 
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第４章 空家等対策に係る取組 

１．空家等の発生の抑制 

人口減少、少子高齢化、核家族化の進展等により、次の居住者や適切な管理者が見つからず

に空家等となり、管理不全状態になる建物が今後も発生することが想定されます。 

空家等の破損・崩壊等などにより、周囲の住民に被害を及ぼした場合、所有者は管理責任を

問われる可能性があります（民法 717 条）。令和 6 年 4 月 1 日から相続登記が義務化されるこ

とに伴い、空家等の発生抑制に取り組むこととします。 

 

（１）市民意識の醸成と啓発 

空家等が周囲へ及ぼす影響や問題等を広報誌やパンフレット、ホームページ等を通じて市

民等へ周知することが必要です。 

現在の住まいが空家等になった場合、維持管理等の負担が生じることや、周辺に悪影響を

及ぼした場合に損害賠償を求められるおそれがあること、また、地域にとっては、防災や衛

生などの面で地域の住環境の悪化を招くおそれがあることなどを居住・使用しているときか

ら認識し、空家等に対する問題意識・当事者意識の向上を図り、空家等の発生抑制につなげ

ます。 

 

【現行の施策】 

○市広報誌による周知啓発 

【推進を検討する施策】 

○パンフレット作成による周知啓発 

○ホームページ・メールマガジン・アプリ等での情報発信 

 

（２）住宅の適正管理 

空家等となる要因は、所有者の死亡に伴う相続問題、管理者意識の希薄化など所有者等の

事情によるところが大きいことから、居住や使用している段階から、自らの財産である住ま

いについて、特に高齢者世帯においては将来に向けた引継ぎや管理、活用を意識することが

必要です。このため、空家等の発生予防や売買等の活用、相続などに関する情報の提供や相

談窓口の周知に取り組みます。 

 

【現行の施策】 

○空家等に関連する相談会の実施 

【推進を検討する施策】 

○空家等に関する多様な相談に対応できる人材育成 

○税制改正の周知 

○維持管理手法、空家解体ローンなどの金融制度の周知 

○幅広い世代に登記制度改正による義務化について周知  
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２．空家等の利活用の推進 

市内における空家等の有効活用を通じて、良好な住環境の確保及び移住・定住による地域活

性化を図るため、『かすみがうら市空家等・空き地情報登録制度（以下「空き家バンク」とい

う。）』を実施しています。 

 

（１）空家等の有効活用 

地域からの要望により、地域交流施設、地域活性化施設、福祉サービスの拠点など地域貢

献の可能性のある空家等については、所有者等の意向を踏まえ、地域住民に情報を提供しま

す。 

情報提供の手段として空き家バンク事業の推進を進めていきます。 

また、地域おこし協力隊と連携し、空家等の掘り起こしを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【現行の施策】 

○「空き家バンク」事業の継続 

○地域おこし協力隊による空家等の掘り起こし 

○アンケートによる利活用希望者の把握 

【推進を検討する施策】 

○「全国空き家バンク」事業への登録 

○「空き家バンク」事業への物件登録数の向上を目的とした家財道具整理 

補助制度等の導入 

○空家等を地域交流施設や地域活性化施設として活用 

○空家等除却後の空き地を公園・防災広場等として活用 
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（２）移住・定住促進のための支援 

平成 28 年 4 月から、かすみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金制度を導入して

おり、空家等を「空き家バンク」で取得した方が、空家等の改築、増築工事又は空家等の機

能・性能の維持、向上を目的とした改修等を行う場合に、それに係る経費の一部を助成する

事業を行っています。 

今後も助成制度について広く周知するとともに新たな助成制度の導入を検討します。 

 

【現行の施策】 

○「空き家バンク」事業の継続 

○かすみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金 

本市に定住する意思をもって、空き家バンクに登録された物件を取得した者

が、その空家等の改築、増築工事又は空家等の機能・性能を維持若しくは向

上を目的とした修繕、補修、改造並びに附帯設備の修繕、模様替えのリフォ

ーム工事を行うことに対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

【推進を検討する施策】 

○空家等管理活用支援法人の指定検討 
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３．管理不全状態の空家等の適正な維持管理 

本市では、適正な管理がされていない空家等で、悪影響を与える場合は、所有者に実情を把

握してもらう必要があるため、直ちに現地調査を行い、状況写真を同封して適正管理の指導通

知を発送します。 

また、新たに空家等であることが判明した場合は、必要に応じて現地調査を行い、状況確認

をしていきます。 

 

（１）空家等の所有者等に対する啓発 

固定資産税等の納税通知書に空家等の適切な管理を促すための依頼文や、空家等の活用に

関するお知らせを同封するなど、空家等の所有者か否かにかかわらず、建物所有者等への管

理者責任に関する意識の醸成と情報の提供を行います。 

また、通報があった空家等の所有者に対して指導を実施していきます。 

 

（２）管理不全空家等への対応 

適切な管理がなされておらず、放置すると『特定空家等』となる可能性がある空家等につ

いては、周辺に及ぼす悪影響や危険性を踏まえ『管理不全空家等』として判断し対処します。 

 

１）管理不全空家等に対する措置 

管理不全空家等に該当すると認められる空家等の所有者に対し、法及び条例に基づく指

導等の措置を実施します。 

措置については、周辺建築物や道路または不特定の者に対して悪影響を及ぼすもの、も

しくは及ぼす可能性が高いものから優先して行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【現行の施策】 

○市広報誌による周知啓発 

○固定資産税の納税通知書へのチラシの同封 

○管理不全空家等に対する指導書の発送 

○火災予防条例による指導 

○かすみがうら市空家等解体撤去補助金 

【推進を検討する施策】 

○パンフレット作成による周知啓発 

○ホームページ・メールマガジン・アプリ等での情報発信 

○空家等を改修・解体・除去等に要する補助制度の充実 



第４章 空家等対策に係る取組 

22 
 

（３）特定空家等への対応 

以下のいずれかの状態にあるとみられる空家等については、『特定空家等』と認定し対処し

ます。 

   ・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

   ・そのまま放置すれば衛生上有害となるおそれのある状態 

   ・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

   ・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

１）特定空家等の認定 

著しく管理不全の状態にある空家等については、国が示すガイドラインに基づき現地調

査の結果や空家等がそのまま放置された場合の影響や危険性等を踏まえ『特定空家等』と

して認定します。 

『特定空家等』の認定は不利益処分である「命令」や、その後の「行政代執行」につな

がっていく可能性があります。そのため認定にあたっては、法に基づく「立入調査」を実

施し、国のガイドラインを基に客観性や妥当性、公平性を確保するために、かすみがうら

市空家等対策協議会に諮ることで総合的に判断します。  

 

２）特定空家等に対する措置 

放置することにより周辺の生活環境に悪影響を及ぼす特定空家等の所有者等に対し、法

及び条例に基づく指導等の措置を実施します。 

措置については、周辺建築物や道路または不特定の者に対して悪影響を及ぼすもの、も

しくは及ぼすおそれが高いものから優先して行うものとします。 
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管理不全空家等・特定空家等に対する措置手順 

①空家等の情報の把握 

適切な管理が行われていない空家等について、相談及び情報提供を基に現地調査を行い、所

有者等に連絡し、当該空家等に関する改善方策について意向等の確認を行うとともに所有者等

の事情の把握に努めます。 

 

②立入調査 

管理不全空家等・特定空家等に該当する可能性がある空家等の詳細な状況調査を行うため、

職員等は必要に応じて立入調査を実施し、建築物等の状況を把握します。 

 

③管理不全空家等・特定空家等の認定 

管理不全空家等について、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置す

れば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると、市町村で判断した物件を認

定します。指導等の結果、改善等がみられない場合は、状況に応じて特定空家等に該当するか

否か判断をしていきます。 

特定空家等については、かすみがうら市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）の検

討・審議結果を受け、特定空家等に該当する物件を認定します。ただし、保安上緊急性があり、

かつ危険性が高い等の理由で特定空家等であることが明らかで、早急な対応が必要な場合は、

市の認定後に協議会に報告するものとします。 

 

④助言・指導 

管理不全空家等・特定空家等の所有者等に対して、除却、修繕、立木等の伐採その他生活環

境の保全を図るため、必要な措置をとるよう口頭または書面により助言又は指導します。 

 

⑤勧告 

助言や指導を行った場合において、管理不全空家等・特定空家等の状態が改善されないと認

めるときは、猶予期間を付与し必要な措置を講じるよう勧告します。勧告を行う場合は、固定

資産税等の住宅用地特例が適用されなくなることから、税担当部局と情報共有を行うとともに、

所有者等にもその旨を通知します。 

 

     固定資産税の住宅用地特例の解除 

      

 

 

⑥命令 

勧告を受けた者が正当な理由がなく期限までに措置を実施しなかった場合は、猶予期間を付

与し勧告に係る必要な措置を講ずるよう命じます。なおこの場合、その者又はその代理人から

の意見書及び自己の有利な証拠の提出、公開による意見聴取の機会を設けます。 

住宅用地特例 200 ㎡以下の部分 200 ㎡を超える部分 

固定資産税の課税標準 1/6 に減額 1/3 に減額 
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⑦戒告 

必要な措置を命じた場合において、期限までに履行がなされないときは、代執行を実行する

べき旨をあらかじめ文書で戒告します。 

 

⑧特定空家等に係る代執行 

要な措置を命じた場合において、期限までに履行がなされないとき、履行しても十分でない

ときは、行政代執行法の定めるところに従い、代執行を行います。 

 

⑨略式代執行 

必要な措置を命じようとする場合において、過失がなく措置を命ぜられるべき者を確知する

ことができないときは、市長はその者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた

者若しくは委任した者に行わせることができます。 
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図 7 管理不全空家等・特定空家等に対する措置手順のフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅用地特例 200 ㎡以下の部分 200 ㎡を超える部分 

固定資産税の課税標準 1/6 に減額 1/3 に減額 

 

 

固定資産税の住宅用地特例の解除 
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４．関係機関との連携による総合的な空家等対策の推進 

（１）住民等からの空家等に関する相談の対応 

空家等に関する相談窓口に寄せられる相談には、所有者等による空家等の今後の利活用に

関するものから、空家等が地域住民の生活に深刻な影響を及ぼしているものなど多岐にわた

ります。所有者等の置かれた環境も様々であるため、専門的な知識が必要とされることが想

定されることから、空家等の発生を抑止する取り組みと合わせて関係機関と連携し、柔軟に

対応することができる体制づくりに努めます。 

 

 

 

  

所有者等
・空家等の発生の抑制
・空家等の利活用
・空家等の適正管理

かすみがうら市
・空家等対策計画の策定
・空家等対策の実施
・所有者等、地域住民、事業者等の取組を支援

事業者等
・空家等の適正管理への協力
・市場流通の促進への協力
・所有者等、地域住民、行政の取組を支援

地域住民
・良好な地域環境の維持
・地域コミュニティの形成
・空家等の適正管理、利活用の促進への協力

連 携 連 携 

助言・指導 啓発・支援 

相談・提案 情報把握 

情報提供・流通 見守り・働きかけ 

図 8 
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（２）新たな補助制度の創設 

アンケート調査の結果、「住まいが遠方」「管理の手間が大変」等の意見が多く、また現地

調査の結果から「雑草繁茂による荒廃」が一番の問題となっています。 

そのため、所有者ではなくとも、代わりに管理や状況確認、伐採等の依頼ができるような

地域コミュニティによる管理を検討していきます。 

本市では、こうした所有者等の声に耳を傾け、空家等を地域の活性化に資するため有効に

利活用する目的で除却を行う方のために、国及び県の補助金を積極的に活用し、新たな補助

制度の創設を検討します。 

 

【推進を検討する施策】 

○「空き家バンク」事業への物件登録数の向上を目的とした家財道具 

整理補助制度 

○空家等の改修等に要する費用補助制度の充実 

○行政区等が空家等の管理を行うための活動補助金 

 

 

（３）空家等対策の実施体制 

①庁内の組織体制及び役割 

 課 名  役 割 

地域コミュニティ課 ・定期的な空家等の実態調査 

・空家等の所有者等の調査・特定 

・空家等の所有者への意向調査 

・空家等の情報のデータベース化 

・空家等の適切な管理の促進 

・空家等に対する防犯対策 

・空家等からの隣地側への樹木等の繁茂に関すること 

・空家等相談窓口の設置 

・かすみがうら市空家等対策協議会の継続 

・その他関係機関との連絡、調整 

・地域活性化のための施設等としての利活用 

税務課 ・法第 10条第 1項の規定に基づいた 

 固定資産課税台帳等の情報提供 

・固定資産税等の住宅用地特例に対する対応 

納税課 ・滞納情報の提供 

社会福祉課 ・民生委員との連携 

介護長寿課 ・高齢単身世帯の情報提供 

都市整備課 ・土地利用の相談支援 

道路課 ・空家等からの道路側への樹木等の繁茂に関すること 
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・道路通行の安全確保 

上下水道課 ・水道加入者情報提供 

農林水産課 ・新規就農者に関する連携 

消防本部 ・災害時の応急措置 

地域未来投資推進課 ・空家等の利活用（地域おこし協力隊） 

 

②かすみがうら市空家等対策協議会 

・趣旨 

空家等対策を実施するにあたり、意見及び協議を行うため関係部署及び有識者等によ

るかすみがうら市空家等対策協議会（以下、「協議会」という。）を設置する。 

・所掌事務 

ⅰ 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること 

ⅱ 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関すること。 

ⅲ 空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査の方針に関する 

こと。 

ⅳ 特定空家等に対する措置の方針に関すること。 

Ⅴ その他空家等の対策に関して必要な事項。 

・構成 

協議会の構成については、市長のほか、区長会長、市議会議員、有識者、市職員及び 

その他市長が必要と認める者計 15人以内で構成する。 
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③関係機関等との連携 

空家等に関する相談に適切に対応するため、関係機関、民間団体との連携及び協力のもと空

家等対策を実施します。 

 

 

■弁護士・司法書士・宅地建物取引士・行政書士 

          相続に関する相談及び調査、財産の所有権移転手続き 

          財産管理人制度の活用等 

          相談会の実施 

■茨城県宅地建物取引業協会 

          所有者の空家等利活用相談、空き家バンクの充実等 

■茨城県解体工事業組合 

          空家等の解体等の相談及び対応等 

■土浦警察署 

          犯罪等への対応等 

■シルバー人材センター 

          空家等の見回り、除草、清掃等 

■行政区 

          空家等情報の提供、跡地の利活用等 

■地域おこし協力隊 

          空家等の掘り起こし 

 

 

（４）その他空家等の対策に関し必要な事項 

①計画の見直し 

本計画については、地域情勢の変化や法令、国の補助制度等の改正など、また、目標の達

成状況の評価等で必要に応じて計画の見直しを検討します。 

 

②関係法令との連携 

空家等の対策は、特措法からの対応だけではなく、建築基準法や消防法、道路法、災害対

策基本法、災害救助法など、それぞれの法律の目的の範囲で、表 9のように、必要な措置等

を講じることも可能です。 

このため、空家等の情報については、庁内や関係機関で共有し、密に連携を図っていきま

す。 
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表 9 【関係法令に基づく措置】 

法令名 管理者等の措置内容 

建築基準法 

（第 9条、第 10 条） 

違反建築物、著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な建築

物等に対する除却等の命令、代執行等。 

道路法 

（第 43 条、第 71 条） 

みだりに道路を損傷、破損すること、又は、土石、竹木等の

物件をたい積し、その他道路の構造又は交通に支障を及ぼす

場合、除去。道路原状回復等の命令、代執行等。 

消防法 

（第 3条） 

火災予防に危険であると認められる場合に消防活動に支障

となる物件に対する除去等の命令。 

災害対策基本法 

（第 64 条） 

災害が発生または発生しようとしている場合に、応急措置の

ための収用、被害を受けた建物等の除去等。 

災害救助法 

（第 4条） 

災害救助法が適用された場合、近隣住民の生命・身体に著し

い危険を及ぼす倒壊空家等の除去。 

 

③計画の進行管理 

計画の目標達成状況の検証を行います。 
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第５章 計画の目標と検証 
（１）計画の目標 

本計画が終了する令和 10年度（2028 年度）までの目標として、計画の基本方針に基づき、

表 10のとおり定めます。 

表 10 

基本方針 内容 目標値 
現状 

（令和 5 年度） 

・発生の抑制 窓口での相談件数 1 件/月 

5 年で 60 件 

10 件 

広報誌等での周知回数 2 回/年 

5 年で 10 回 

1 回 

・利活用の推進 空き家バンク登録件数 2 件/年 

5 年で 10 件 

3 件 

・適正な維持管理 管理不全空家等への 

指導通知件数 

30 件/年 

5 年で 150 件 

25 件 

解体撤去補助金の活用 

による除却件数 

4 件/年 

5 年で 20 件 

4 件 

・関係機関との連携

による空家等対策 

相談会の開催数 1 回/年 

5 年で 5回 

1 回 

 

（２）目標達成状況の検証 

空家等対策の推進のためには、本計画に記載された取組を着実に実施するとともに、取

組の進捗状況の確認や目標の検証を行うことが重要となります。本市では、協議会におい

て進捗状況の確認をし、各施策の効果検証を行います。 

また、法の改正、社会情勢の変化、国や県等の空家等対策に関する取組等により、本市の

空家等の状況は変化することがあります。このような状況変化や各施策の効果検証の結果

を加味し、必要に応じて計画の見直しを検討します。 
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資料編 
 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

○空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則 

 

○かすみがうら市空家等対策の推進に関する条例 

 

○かすみがうら市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

 

○かすみがうら市空家等対策協議会設置要綱 

 

○かすみがうら市空家等・空き地情報登録制度実施要綱 

 

○かすみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金交付要綱 

 

○かすみがうら市空家等解体撤去補助金交付要綱 

 

○空家等実態調査におけるアンケート 
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  ○空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護すると

ともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する

施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同

じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項

を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の

増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する

物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又

は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていな

いことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置

することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収集及

び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促進

に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関

する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなければならな

い。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家

等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び

技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（空家等の所有者等の責務） 

第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を

及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家

等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 
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第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため

の基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本

指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定め

ることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関す

る対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関す

る事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の

規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項までの規定による

代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等の数

及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的社会的活

動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると認められる区

域（以下「空家等活用促進区域」という。）並びに当該空家等活用促進区域における空家等及び

空家等の跡地の活用の促進を図るための指針（以下「空家等活用促進指針」という。）に関する

事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 
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四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第二条第

二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を有する

区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要な空家

等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条において「誘

導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用を

通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用促進

区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号

に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の跡地に新築す

る建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七条第一項の規定により読み

替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に限る。次項において同じ。）の規定

又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用する同法第四十八条第一項から第十三項ま

で（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。第九項に

おいて同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受けるための要件に関する事項を定めること

ができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項の規

定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要件」とい

う。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満の道（同法第四

十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メートル以上接するものに限る。）

について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等活用促進区域内における経済的社

会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に資するものとして国土交通省令で定める基準

を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域内

の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都

市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する事項を定

める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に

規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）の区域を含む空家等活用促

進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域の区域及び空家等活用促進指針

に定める事項について、都道府県知事と協議をしなければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条第二

項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定の

ただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）に関する事項

を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区域内の建築物につ
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いて建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定又は同法第四十八条第一項から第

十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。

第十七条第二項において同じ。）の規定のただし書の規定による許可の権限を有する特定行政

庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下この項及び次項において同じ。）

と協議をしなければならない。この場合において、用途特例適用要件に関する事項については、

当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、特

例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域におけ

る経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項の同意をす

ることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び第

十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発及び保全

の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保たれた

ものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、技

術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の

議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認め

る者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握

するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空家等

の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその委任

した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立

ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなけ

ればならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでな

い。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 
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５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であ

って氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な

限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用する

ことができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち

特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で

都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、

当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、

速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係す

る地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等の所有者

等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸

するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理

されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）に関するデ

ータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特

定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にあると認

められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第六条第二

項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該当

することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が

改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めると

きは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特定空家

等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置について勧告することが

できる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、

家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定による命令
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又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をすることがで

きる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認める

ときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請求をするこ

とができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要がある

と認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条の十

四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

第四章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販

売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これ

らの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、空家等

活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当するものに限る。

以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的社会的活動の促進

のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等について空家

等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要な措置を講ずることを要請するこ

とができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認めると

きは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分についての

あっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条

第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該

公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十三条第二項

第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは「利用者」と、「適合するもの

で」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律

第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公

表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第六項に規定する敷地特例

適用要件に適合する同項に規定する特例適用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第十二

項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該公表の

日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八条第一項から第

十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第十三項の規定のただ

し書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認め、」とあるのは「認めて

許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の

推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項に
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おいて準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画

に定められた同条第九項に規定する用途特例適用要件（以下この条において「特例適用要件」

という。）に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第

十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例

適用要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項ただ

し書中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可し

た場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規

定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区域に該当

する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規定する建築物

をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供するため同法第四十

二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれも当該建築物の用途の変更に係るも

のに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途

としての活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家等対

策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途に供する

ため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可その他の処分

を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一

条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委託に基づ

き、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等の活用に関す

る業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住宅供

給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する業務」と

あるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十

六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）

第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等活用促進

区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社会的活動の促進

を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十七年

法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に規定

する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促進に必

要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことができる。 

第五章 特定空家等に対する措置 
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第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊

等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態

にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は

指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状

態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付

けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとる

ことを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置を

とらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限

を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じよ

うとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限

を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己

に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を

命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければなら

ない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命

じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する

者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた

者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに

完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところ

に従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知することがで

きないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確

知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）

は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若

しくは委任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」という。）にその措置を行わせ

ることができる。この場合においては、市町村長は、その定めた期限内に命令対象者において

その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは市町村長又は措置実施
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者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければなら

ない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にあ

る等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図

るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規定により当

該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特定空家等

に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせることがで

きる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条の

規定を準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通

省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この

場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならな

い。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた

めに必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・

総務省令で定める。 

第六章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定す

る特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しくは活用を

図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行う

ことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活用支援法人（以下「支援法

人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及び

事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更すると

きは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければ

ならない。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の管理

又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活用

を図るために必要な援助を行うこと。 
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二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の空家

等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務を行う

こと。 

（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認めると

きは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずること

ができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の規定

による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供

又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があるとして、

空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」という。）

の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、当該支援法人に

対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、あ

らかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報によっ

て識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、国

土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をすることを提

案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空家等対策計

画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は変更

をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。この場合

において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明らかにし

なければならない。 

（市町村長への要請） 
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第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のた

め特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求をするよ

う要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、第

十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定による請

求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をした支

援法人に通知するものとする。 

第七章 雑則 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方

交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空

家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講

ずるものとする。 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料

に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立

入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から

起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の

措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に規定す

る施行時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する特別措置法（以下

この条において「新法」という。）第七条第八項及び第十八条第一項の規定の適用については、

新法第七条第八項中「及び同法」とあるのは「、同法」と、「中核市」とあるのは「中核市及び
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地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に規定する施行

時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項（同条第十項に係る部分に限る。）の規定は、この法律の

施行の日（以下この条及び附則第六条において「施行日」という。）以後に新法第二十二条第十

項後段の規定による公告を行う場合について適用し、施行日前にこの法律による改正前の空家

等対策の推進に関する特別措置法（次項において「旧法」という。）第十四条第十項後段の規定

による公告を行った場合については、なお従前の例による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項（同条第十一項に係る部分に限る。）の規定は、施行日

以後に同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に旧法第十四条第二

項の規定による勧告を行った場合については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

 

 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定について、

その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 
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  ○空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則 

 

 

 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第十四条第十一項

の規定に基づき、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則を次のように定める。 

 

（経済的社会的活動の拠点としての機能を有する区域） 

第一条 空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）第七条第三項第五号の国

土交通省令・総務省令で定める区域は、次の各号に掲げるものとする。 

一 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第七号に規定する商店街活性化促

進区域 

二 地域再生法第五条第四項第十二号に規定する農村地域等移住促進区域 

三 観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平成二十年法律第三十

九号）第二条第二項に規定する滞在促進地区 

四 前各号に掲げるもののほか、地域における住民の生活、産業の振興又は文化の向上の拠点

であって、生活環境の整備、経済基盤の強化又は就業の機会の創出を図ることが必要であ

ると市町村（特別区を含む。以下同じ。）が認める区域 

（公示の方法） 

第二条 法第二十二条第十三項の国土交通省令・総務省令で定める方法は、市町村の公報への

掲載、インターネットの利用その他の適切な方法とする。 

（空家等対策計画の作成等の提案） 

第三条 法第二十七条第一項の規定により空家等対策計画の作成又は変更の提案を行おうと

する空家等管理活用支援法人は、その名称又は商号及び主たる事務所の所在地を記載

した提案書に当該提案に係る空家等対策計画の素案を添えて、市町村に提出しなけれ

ばならない。 

附 則 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書に規定する規定の施行

の日（平成二十七年五月二十六日）から施行する。 

附 則 （令和五年一二月一二日総務省・国土交通省令第一号） 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律の施行の日（令和五

年十二月十三日）から施行する。 
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  ○かすみがうら市空家等対策の推進に関する条例 

令和 2年 3月 31 日条例第 1号 

（目的） 

第 1 条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号。以下

「法」という。）に定めるもののほか、空家等の適切な管理及び活用並びに空家等の発生の予防

に関し必要な事項を定めることにより、本市の空家等対策を総合的に推進し、もって良好な生

活環境の保全及び安全で安心のできるまちづくりの推進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第 2条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

２ この条例において「空家等の所有者等」とは、法第 5条に規定する空家等の所有者又は管

理者をいう。 

３ この条例において「跡地の所有者等」とは、法第 7条第 2項第 5号に規定する除却した空

家等に係る跡地の所有者若しくは管理者をいう。 

（所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者等又は跡地の所有者等は、空家等及び空家等の跡地が周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、自らの責任と負担において、定期的にこれらの状態を点検し、必

要に応じて建築物（建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 2 条第 1 号に規定するものをい

う。第 9条において同じ。）の修繕又は撤去、門扉等の施錠、敷地内の除草、樹木の剪定その他

の必要な措置を講じ、常に適切な管理に努めるとともに、市が実施する空家等に関する施策に

協力するよう努めなければならない。 

２ 空家等の所有者等又は跡地の所有者等は、空家等又は空家等の跡地を積極的に活用するよ

う努めるものとする。 

（市の責務） 

第４条 市は、この条例の目的を達成するため、法第 7条第 1項の規定による空家等対策計画

を定め、空家等の適切な管理に関する啓発、空家等及び空家等の跡地の活用の促進並びに新た

な空家等の発生の防止に必要な施策（次条から第 7条までにおいて「空家等に関する施策」と

いう。）を総合的かつ計画的に推進するものとする。 

（事業者の責務） 

第５条 空家等又は空家等の跡地の活用に係る事業を行うもの（第 7条において「事業者」と

いう。）は、空家等に関する施策に協力するとともに、空家等又は空家等の跡地の活用又は流通

の促進に努めなければならない。 

（市民等の役割） 

第６条 市民は、空家等が及ぼす生活環境への影響の重大さに鑑み、空家等に関する施策に協

力するものとする。 

２ 市民又は市内に通勤し、若しくは通学する者（次条において「市民等」という。）は、特定

空家等となるおそれのある空家等があると認めるときは、速やかに市にその情報を提供するも

のとする。 

 

（相互の協力） 
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第７条 空家等の所有者等、跡地の所有者等、市、事業者及び市民等は、それぞれの責務又は

役割を果たし、相互に密接な連携を図るものとする。 

（空家等に関する正確な情報の把握） 

第８条 市長は、空家等の情報を管理するデータベースの整備その他の空家等に関する正確な

情報を把握するための必要な措置を講ずるものとする。 

（空家等の発生の予防） 

第９条 建築物を所有し、又は管理するものは、当該建築物について老朽化、未登記その他の

将来空家等となる原因となり得る事実があると認めるときは、当該建築物が空家等とならない

ようにするため、建築物の改修、登記その他の適切な措置を講ずるとともに、賃貸、譲渡その

他の方法により当該建築物を有効に活用するよう努めるものとする。 

（応急措置） 

第 10 条 市長は、空家等がそのまま放置されると地域住民の生命、身体又は財産に危害が及

ぶことが明らかな場合で、緊急を要するとき又は空家等の所有者等が判明しないときは、当該

地域住民の生命、身体又は財産への危害を避けるために必要な最小限の応急の措置（空家等の

屋根瓦、外壁その他の破損部分等を防護するためのネット、空家等のブロック塀その他の破損

部分等の倒壊を防止するための柵等の設置その他の必要な措置をいう。）を講ずることができ

る。 

２ 市長は、前項の措置を講じた場合において、当該空家等の所有者等が判明しているときは、

当該空家等の所有者等から当該措置に要した費用を請求することができる。当該措置を講じた

後に当該空家等の所有者等が判明したときも、また同様とする。 

（関係機関への要請） 

第 11 条 市長は、空家等又は空家等の跡地に係る防犯その他の目的のため必要があると認め

るときは、市の区域を管轄する警察署その他の関係機関に必要な措置を要請するものとする。 

（委任） 

第 12 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、この条例による改正前のかすみがうら市空き家等の適

正管理に関する条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、法又はこの条例による

改正後のかすみがうら市空家等対策の推進に関する条例の相当規定によりなされたものとみ

なす。 

附 則（令和 5年 9月 29 日条例第 21 号） 

 

 

（施行期日） 

１ この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和 5 年法律

第 50号）の施行の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前のかすみがうら市空家等対策の推進に関

する条例第 9 条の規定によりなされた指導又は勧告については、法第 13 条の規定によりなさ

れたものとみなす。 
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  ○かすみがうら市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

令和 2年 3月 31 日規則第 17号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号。以下

「法」という。）及びかすみがうら市空家等対策の推進に関する条例（令和 2 年かすみがうら

市条例 1号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例において使用する用語の例による。 

（情報提供の方法） 

第３条 条例第 6 条第 2 項の規定による情報の提供は、空家等に関する情報提供書（様式第 1

号）を市長に提出する方法によるほか、口頭その他の方法により行うものとする。 

（管理不全空家等に対する指導等の方法） 

第４条 法第 13 条第 1 項の指導は管理不全空家等に対する指導書（様式第 2 号）により、同

条第 2項の勧告は管理不全空家等に対する勧告書（様式第 3号）により、それぞれ行うものと

する。 

（応急措置の実施等の通知） 

第５条 条例第 10 条第 2 項の規定による請求は、空家等に関する応急措置実施通知書兼費用

請求書（様式第 4号）により行うものとする。 

（立入調査実施の通知等） 

第６条 法第 9条第 3項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第 5号）により行う

ものとする。 

２ 法第 9 条第 4 項の規定による身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第 6 号）とする。 

（特定空家等の認定等） 

第７条 市長は、空家等が特定空家等であると認めるときは、当該空家等を特定空家等として

認定するものとする。 

２ 前項の規定による認定を行うための判断基準は、市長が別に定める。 

３ 市長は、第 1項の規定による認定を行ったときは、当該特定空家等の所有者等に対し、特

定空家等認定通知書（様式第 7号）により通知するものとする。 

４ 市長は、第 1項の規定により特定空家等として認定した空家等について、状態の改善その

他の理由により特定空家等に該当しなくなったと認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、

特定空家等認定取消通知書（様式第 8号）により通知するものとする。 

（特定空家等に対する助言等の方法） 

第８条 法第 22 条第 1 項の助言は原則として口頭により、同項の指導は特定空家等に対する

指導書（様式第 9号）により、それぞれ行うものとする。 

（特定空家等に対する勧告の方法） 

第９条 法第 22 条第 2項の規定による勧告は、特定空家等に対する勧告書（様式第 10号）に

より行うものとする。 

（命令に対する意見書等） 



 

50 

 

第 10 条 法第 22 条第 4 項の通知書は命令に係る事前通知書（様式第 11 号）とし、同項の意

見書は命令に対する意見書（様式第 12号）とする。 

（特定空家等に対する命令の方法） 

第 11 条 法第 22 条第 3 項の規定による命令は、特定空家等に対する命令書（様式第 13 号）

により行うものとする。 

（公開による意見聴取の請求の方法） 

第 12 条 法第 22 条第 5項の規定による請求は、命令に対する公開による意見聴取機会請求書

（様式第 14 号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

（公開による意見聴取の通知書） 

第 13 条 法第 22 条第 7項の規定による通知は、命令に対する公開による意見聴取期日等決定

通知書（様式第 15号）により行うものとする。 

（公告の方法） 

第 14 条 法第 22 条第 7 項及び第 10 項の規定による公告は、次の各号のいずれかの方法によ

り行うものとする。 

(１) かすみがうら市公告式条例（平成 17 年かすみがうら市条例第 3 号）第 2 条第 2 項に規

定する掲示場への掲示 

(２) 市ホームページへの掲載 

(３) 前 2号に掲げるもののほか、市長が適当と認める方法 

（代執行を行う場合の戒告書等） 

第 15 条 法第 22 条第 9 項に規定する代執行を行う場合において、次の各号に掲げる書類は、

それぞれ当該各号に定める様式によるものとする。 

(１) 行政代執行法（昭和 23年法律第 43 号）第 3条第 1項の文書 戒告書（様式第 16号） 

(２) 行政代執行法第 3条第 2項の代執行令書 代執行令書（様式第 17号） 

(３) 行政代執行法第 4条の証票 執行責任者証（様式第 18 号） 

（標識） 

第 16 条 法第 22 条第 13項の規定による公示は、同条第 14項の特定空家等に標識（様式第 19

号）を設置することにより行うものとする。 

 

（補則） 

第 17 条 この規則に定めるもののほか、空家等の適切な管理及び活用並びに空家等の発生の

予防に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前のかすみがうら市空き家等の適

正管理に関する条例施行規則の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、法、条例又は

この規則による改正後のかすみがうら市空家等対策の推進に関する条例施行規則の相当規定

によりなされたものとみなす。 



 

51 

 

附 則（令和 4年 9月 30 日規則第 44 号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年 10月１日に施行する。 

附 則（令和 5年 9月 29 日規則第 34 号） 

（施行期日） 

１ この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和 5 年法律

第 50号）の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のかすみがうら市空き家等の適正管理に

関する条例施行規則の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、法、条例又はこの規則

による改正後のかすみがうら市空家等対策の推進に関する条例施行規則の相当規定によりな

されたものとみなす。 
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  ○かすみがうら市空家等対策協議会設置要綱 

平成 29 年 3 月 31 日告示第 37号 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。）

第 8 条第 1 項の規定に基づき、かすみがうら市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）

を置く。 

（定義） 

第２条 この告示において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（協議事項） 

第３条 協議会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。 

(２) 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関すること。 

(３) 空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査の方針に関すること。 

(４) 特定空家等に対する措置の方針に関すること。 

(５) その他空家等の対策に関すること。 

（組織） 

第４条 協議会は、委員 15 名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 市議会議員 

(２) 空家等の対策に関し、専門的な知識及び経験を有する者 

(３) 市民代表 

(４) 市職員 

(５) その他市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、2年とする。ただし、再任は妨げない。 

４ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の在任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、市長をもって充て、副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

３ 会長は、協議会を代表し、協議会を統括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。ただし、会長が別に指名したときは、この限りでない。 

３ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見若しくは

説明を聴き、又は委員以外の者に対し、必要な資料の提出を求めることができる。 
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（守秘義務） 

第７条 協議会の委員及び会議に出席を求められた者は、正当な理由なく協議会の職務に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成 29 年 4月 1 日から施行する。 

附 則（令和 5年 9月 29 日告示第 118 号） 

この告示は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和 5年法律第 50

号）の施行の日から施行する。 
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  ○かすみがうら市空家等・空き地情報登録制度実施要綱 

 

平成 25 年 12 月 27日告示第 42号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内における空家等及び空き地の有効活用を通じて、良好な住環境の

確保及び定住促進等による地域活性化を図るため、かすみがうら市空家等・空き地情報登録制

度の実施について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号）第 2 条第

1 項に規定する空家等（近く同項に規定する空家等となる予定のものを含む。）をいう。ただし、

次に掲げる事項のいずれかに該当するものを除く。 

ア 現に賃貸又は分譲を目的としているもの 

イ 現に宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号）第 2 条第 3 号に

規定する宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）が同条第 2 号に規定する宅地建物取引業（次

号において「宅地建物取引業」という。）としての媒介又は代理の対象としているもの 

ウ 老朽、損傷等が著しいもの 

エ 大規模な修繕が必要と認められるもの 

オ 市税を滞納している者が所有するもの 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2

号に規定する暴力団、同条第 6号に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関

係を有し、若しくは社会的に非難される関係を有する者（以下これらを「暴力団等」という。）

が所有しているもの 

(２) 空き地 現に居住の用に供することができる建物が存しない宅地（宅地建物取引業法

第 2 条第 1 号に規定する宅地をいう。）であって、地形上及び法令上、住宅を建築することが

可能であるものをいう。ただし、次に掲げる事項のいずれかに該当するものを除く。 

ア 現に賃貸又は分譲を目的としているもの 

イ 現に宅地建物取引業者が宅地建物取引業としての媒介又は代理の対象としているもの 

ウ 市税を滞納している者が所有するもの 

エ 暴力団等が所有しているもの 

(３) 所有者 空家等又は空き地（以下「物件」という。）に係る所有権により、当該物件

の売却又は賃貸を行うことができる者をいう。 

(４) 空家等・空き地バンク 物件の売却又は賃貸を希望する所有者から申込みを受けた当

該物件に関する情報を公開し、自らが市内への定住又は定期的に滞在若しくは使用することを

目的として当該物件の利用を希望する者に対し、情報を提供する仕組みをいう。 

（適用上の注意） 

第３条 この告示は、空家等・空き地バンク以外による物件の取引を妨げるものではない。 

（協会等との協定） 
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第４条 市長は、空家等・空き地バンクを円滑に運営するため、公益社団法人茨城県宅地建

物取引業協会及び公益社団法人全日本不動産協会茨城県本部（以下「協会等」という。）と次に

掲げる事項について協定を結ぶものとする。 

(１) 仲介業者（次項に掲げる要件のすべてを満たす者に限る。）の推薦 

(２) 空家等・空き地バンクへ所有者から登録の申込みがあった物件の登録に必要な調査 

(３) 物件の売買又は賃貸借の契約交渉の仲介 

２ 前項第 1号に掲げる要件は、次のとおりとする。 

(１) この告示の目的を理解し、前項第 2号及び第 3号に掲げる事項を果たすことができる者 

(２) 宅地建物取引業者であること。 

(３) 暴力団等でないこと。 

（空家等・空き地バンクへの登録申込み等） 

第５条 空家等・空き地バンクへ登録しようとする所有者は、かすみがうら市空家等・空き

地バンク物件登録申込書（様式第 1号）にかすみがうら市空家等・空き地バンク物件登録カー

ド（様式第 2号）及び同意書（様式第 3号）を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申込みがあったときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、当該物件を空家等・空き地バンクに登録し、かすみがうら市空家等・空き地バンク物件

登録通知書（様式第 4号）により当該所有者（以下「物件登録者」という。）に通知するものと

する。 

３ 前項の規定による登録の期間は、登録の日から起算して 2年以内とする。 

４ 市長は、第 2項の規定により登録した物件について、協会等に仲介を依頼し、仲介業者

が決定したときは、かすみがうら市空家等・空き地バンク仲介業者決定通知書（様式第 5 号）

により当該所有者に通知するものとする。 

（空家等・空き地バンク登録事項変更の届出） 

第６条 前条第 2項の規定による登録の通知を受けた物件登録者は、当該登録事項に変更が

あったときは、かすみがうら市空家等・空き地バンク物件登録変更届出書（様式第 6号）にか

すみがうら市空家等・空き地バンク物件登録カード（様式第 2号）を添えて、市長に届け出な

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出を受け、物件の登録事項を変更したときは、かすみがう

ら市空家等・空き地バンク物件登録変更通知書（様式第 7号）により当該物件登録者に通知す

るものとする。 

（空家等・空き地バンク登録の抹消） 

第７条 市長は、空家等・空き地バンクの登録物件が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該登録物件を空家等・空き地バンクから抹消するものとする。 

(１) かすみがうら市空家等・空き地バンク物件登録抹消届出書（様式第 8号）の提出があ

ったとき。 

(２) 空家等・空き地バンク物件登録の期間満了日を経過しても登録期間の延長の申出がな

かったとき。 

(３) 当該物件に係る所有権に異動があったとき。 

(４) その他市長が適当でないと認めたとき。 
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２ 市長は、前項の規定による抹消をしたときは、かすみがうら市空家等・空き地バンク物

件登録抹消通知書（様式第 9号）により当該物件登録者に通知するものとする。 

（空家等・空き地バンク登録期間延長） 

第８条 物件登録者は、空家等・空き地バンク物件登録期間満了後も登録の延長を希望する

場合は、登録期間満了日までに、かすみがうら市空家等・空き地バンク物件登録期間延長申出

書（様式第 10号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により延長できる期間は、２年間とする。ただし、登録期間の延長回数は制

限しないものとする。 

３ 市長は、第 1項の規定による申出を受け、物件の登録期間を延長したときは、かすみが

うら市空家等・空き地バンク物件登録期間延長通知書（様式第 11 号）により当該物件登録者

に通知するものとする。 

（空家等・空き地バンク登録情報の提供） 

第９条 市長は、空家等・空き地バンクに登録された物件の情報（かすみがうら市空家等・

空き地バンク物件登録カード（様式第２号）に記載された情報をいう。以下「物件情報」とい

う。）について、本市ホームページ等においてその概要を公開するとともに、希望する利用登録

者（第 10条第 3項に規定する者をいう。）に提供するものとする。 

２ 前項の規定により公開する物件情報の範囲は、次のとおりとする。 

(１) 登録番号 

(２) 売却又は賃貸の別 

(３) 売却又は賃貸の希望価格 

(４) 物件所在地 

(５) 物件の概要 

(６) 設備状況（空家等の場合に限る。） 

(７) 主要施設等への距離 

(８) 位置図 

(９) 間取り図（空家等の場合に限る。） 

(10) 写真 

 

 

 

（利用の登録申込み等） 

第 10 条 物件情報の提供を受けようとする者は、かすみがうら市空家等・空き地バンク利

用登録申込書（様式第 12号）に誓約書（様式第 13号）を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

２ 物件情報の提供を受けようとする者は、次に掲げる要件のすべてを満たしていなければ

ならない。 

(１) 暴力団等でない者であること。 

(２) 物件を利用し、地域住民と協調する者であること。 

(３) 市税を滞納していない者であること。 
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３ 市長は、第１項の規定による申込みがあったときは、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、当該申込者を空家等・空き地バンクに登録し、かすみがうら市空家等・空き地バンク

利用登録通知書（様式第 14 号）により当該申込者（以下「利用登録者」という。）に通知する

ものとする。 

４ 前項の規定による登録期間は、登録の日から起算して２年以内とする。 

（利用登録者に係る登録事項変更の届出） 

第 11 条 前条第 3 項の規定による登録の通知を受けた利用登録者は、当該登録事項に変更

があったときは、かすみがうら市空家等・空き地バンク利用登録変更届出書（様式第 15 号）に

より、市長に変更内容を届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出を受け、利用登録の登録事項を変更したときは、かすみ

がうら市空家等・空き地バンク利用登録変更通知書（様式第 16 号）により当該利用登録者に

通知するものとする。 

（利用登録者の登録抹消） 

第 12 条 市長は、利用登録者が次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、当該利用登

録者を空家等・空き地バンクから抹消するものとする。 

(１) 第 10 条第 2項に掲げる要件を欠く者と認められるとき。 

(２) 物件を利用することにより公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると

認められるとき。 

(３) 利用登録の内容に虚偽があったとき。 

(４) 利用登録の期間満了日を経過しても、登録期間の延長の申出がなかったとき。 

(５) かすみがうら市空家等・空き地バンク利用登録抹消届出書（様式第 17 号）の提出が

あったとき。 

(６) その他市長が適当でないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により登録を抹消したときは、かすみがうら市空家等・空き地バン

ク利用登録抹消通知書（様式第 18号）により当該利用登録者に通知するものとする。 

（利用登録の登録期間延長） 

第 13 条 利用登録者は、空家等・空き地バンク利用登録期間満了後も登録の延長を希望す

る場合は、登録期間満了日までに、かすみがうら市空家等・空き地バンク利用登録期間延長申

出書（様式第 19 号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により延長できる期間は 2年間とする。ただし、登録期間の延長回数は制限

しないものとする。 

３ 市長は、第 1項の規定による申出を受け、利用登録の登録期間を延長したときは、かす

みがうら市空家等・空き地バンク利用登録期間延長通知書（様式第 20 号）により当該利用登

録者に通知するものとする。 

（希望物件の交渉申込み及び通知） 

第 14 条 利用登録者は、希望する物件の交渉を申し込むときは、かすみがうら市空家等・

空き地バンク物件交渉申込書（様式第 21 号）により市長に申し込まなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申込みがあったときは、かすみがうら市空家等・空き地バン

ク物件交渉申請通知書（様式第 22号）により物件登録者及び協会等に通知するものとする。 
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（物件登録者と利用登録者の交渉等） 

第 15 条 前条第 2 項の規定による通知を受けた協会等は、遅滞なく当該利用登録者と交渉

を行い、その結果について、かすみがうら市空家等・空き地バンク物件交渉結果報告書（様式

第 23号）により速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、物件登録者と利用登録者との物件に関する交渉及び売買又は賃貸借の契約並び

にこれらにより生じる利益及び損害については、一切これに関与しない。 

（奨励金の交付） 

第 16 条 市長は、空家等・空き地バンクのうち空家等に係る登録を推進するため、かすみ

がうら市空家等バンク登録奨励金（以下「奨励金」という。）を予算の範囲内で交付することが

できる。 

２ 奨励金の交付の対象者は、第 5 条第 2 項の規定により登録した空家等の所有者とする。

ただし、次に掲げる者を除く。 

(１) 過去にこの告示による奨励金の交付を受けたことがある空家等の所有者であって、同

一の空家等について再度の交付を受けようとする者 

(２) その他市長が適当でないと認めた者 

３ 奨励金の額は、1物件につき 50,000 円とする。 

（交付の申請） 

第 17 条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、第 5条第 2項の

規定による登録の通知のあった日から 1か月以内に、かすみがうら市空家等バンク登録奨励金

交付申請書（様式第 24号。以下「申請書」という。）に、次に掲げる書類を添付して市長に提

出するものとする。 

(１) かすみがうら市空家等・空き地バンク物件登録通知書の写し 

(２) 市税に滞納がないことを証する書類（課税されている場合に限る。） 

(３) 登記簿の謄本、登記済証、物件の売買に係る契約書その他の権利関係を証明する書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

 

（交付決定） 

第 18 条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付を決定

したときはかすみがうら市空家等バンク登録奨励金交付決定通知書（様式第 25 号）により、

不交付を決定したときはかすみがうら市空家等バンク登録奨励金不交付決定通知書（様式第 26

号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（奨励金の請求） 

第 19 条 前条の規定による奨励金の交付決定を受けた申請者が、奨励金の交付を受けよう

とするときは、かすみがうら市空家等バンク登録奨励金交付請求書（様式第 27 号）を市長に

提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第 20 条 市長は、奨励金の交付を受けた者が次のいずれかに該当すると認めるときは、奨

励金の交付決定の全部を取り消し、及び既に交付した奨励金について期限を定めて返還を命ず

ることができる。 
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(１) 偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。 

(２) 奨励金の交付の対象となる空家等が登録を受けた日から 6 か月を経過する日までの

間に、当該登録が第 7条第 1項の規定により抹消されたとき。ただし、当該空家等に係る売買

又は賃貸借の契約が成立した場合、または、所有者の死亡により所有権の異動があった場合を

除く。 

(３) この告示に定める事項に違反し、又は市長の指示に従わないとき。 

２ 市長は、前項の規定により奨励金の返還を命ずるときは、かすみがうら市空家等バンク

登録奨励金返還命令書（様式第 28号）により、申請者に通知するものとする。 

（その他） 

第 21 条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成 26 年 1 月 1 日から施行する。ただし、第 9 条から第 15 条までの規定は、

平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 26 年３月 31 日告示第 28号） 

この告示は、平成 26 年 3月 31 日から施行し、平成 26年 1月 1日から適用する。 

附 則（平成 26 年 7 月 30 日告示第 62号） 

この告示は、平成 26 年 8月 1 日から施行する。 

附 則（令和 2年３月 31日告示第 35 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

（かすみがうら市移住支援事業費補助金交付要綱の一部改正） 

２ かすみがうら市移住支援事業費補助金交付要綱（平成27年かすみがうら市告示第16号）

の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（令和 4年３月 31日告示第 27 号） 

この告示は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則（令和 5年 3月 31 日告示第 21 号） 

この告示は、令和 5年 4月 1日から施行する。 
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  ○かすみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金交付要綱 

 

平成27年3月31日告示第16号 

（目的） 

第１条 この告示は、本市に定住する意思をもって、空き家の改築、増築工事又は空き家

の機能・性能を維持若しくは向上を目的とした修繕、補修、改造並びに附帯設備の修繕、模

様替えのリフォーム工事（以下「工事」という。）を行う者に対し、予算の範囲内において

補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１) 移住 住所を本市の住民基本台帳に異動（市内における転居を含む。）させること

をいう。 

(２) 定住 5年以上にわたる居住を前提とし、かつ、移住後の住所地を生活の本拠とし、

地域の一員として自覚を持って生活する状態をいう。 

（補助対象工事） 

第３条 補助金の交付対象となる工事は、別表のとおりとし、次に掲げる要件をすべて満

たすものとする。 

(１) 補助金の交付決定前に工事に着手していないこと。 

(２) 工事に着手する日の属する年度の3月31日までに完了する工事であること。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件をすべて満たすものと

する。 

(１) かすみがうら市空家等・空き地情報登録制度実施要綱（平成25年かすみがうら市告

示第42号）に規定する物件登録者と売買契約又は賃貸借契約を締結した利用登録者で、この

補助金の交付を申請した日において、空き家の売買契約日又は最初の賃貸契約日から1年を経

過していない者 

(２) 同一年度内において、対象となる工事について、本市で実施している他制度による

補助を受けていないこと。 

(３) 移住の日において満18歳以上満65歳未満の方で、世帯の人数が2人以上であること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表に掲げる工事に要する経費とし、20万円を限度とする。この

場合において、補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額と

する。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、かすみがうら

市空き家バンクリフォーム事業補助金交付申請書（様式第1号）に、次に掲げる書類を添えて

市長に申請しなければならない。 

(１) かすみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金誓約書（様式第2号） 
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(２) 世帯全員の住民票の写し 

(３) 申請日の属する年度の前年度分の市区町村民税に滞納がないことを証する書類 

(４) 工事見積書の写し 

(５) 工事施工予定箇所の位置及びその内容の詳細が分かる書類の写し 

(６) 工事施工予定箇所の写真（施工前） 

(７) 空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

(８) 承諾書の写し（様式第3号。ただし、空き家が申請者の所有でない場合のみとす

る。） 

(９) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに当該申請の書類を審査

し、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、かすみがうら市空き家バ

ンクリフォーム事業補助金交付決定通知書（様式第4号）により申請者に通知するものとす

る。 

３ 市長は、前項に規定する補助金の交付決定に際して、当該補助金の交付の目的を達成

するために必要と認める条件を付することができる。 

４ 市長は、第1項の規定による審査の結果、補助金を交付しないと決定したときは、かす

みがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金不交付決定通知書（様式第5号）により申請者

に通知するものとする。 

（補助対象工事の変更等） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）

は、当該決定に係る申請の内容を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとするときは、

速やかにかすみがうら市空き家バンクリフォーム事業変更等承認申請書（様式第6号）により

市長に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限

りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、当該申請の内容の可否を決定し、か

すみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金変更交付決定通知書（様式第7号）により補

助対象者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助対象者は、当該工事が完了した日から起算して30日を経過した日又は補助金

の交付決定の日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、かすみがうら市空き家バンク

リフォーム事業完了報告書（様式第8号）に、次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければ

ならない。 

(１) 工事請負契約書又は請書の写し 

(２) 工事代金領収書の写し 

(３) 工事金額内訳書の写し 

(４) 工事施工完了箇所の写真（施工後） 

(５) その他市長が必要と認める書類 
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２ 前項の規定にかかわらず、市長がその必要がないと認めるときは、当該書類の一部を

省略することができる。 

（補助金の額の確定） 

第10条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、当該報告に係る書類を審査し、

必要に応じて現地の調査を行い、補助金の額を確定し、かすみがうら市空き家バンクリフォ

ーム事業補助金確定通知書（様式第9号）により補助対象者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第11条 補助対象者は、前条の通知を受けたときは、かすみがうら市空き家バンクリフォ

ーム事業補助金交付請求書（様式第10号）を市長に提出するものとする。 

（補助金の交付） 

第12条 市長は、前条の請求があったときは、補助対象者に補助金を交付するものとす

る。 

（交付決定の取消等） 

第13条 市長は、補助対象者が次のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消し、又は交付した補助金について期限を定めてその返還を命ず

ることができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は市長の指示に

従わなかったとき。 

(４) 前3号に掲げるもののほか、市長が、補助金を交付することが不適当であると認めた

とき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、かすみがうら市空

き家バンクリフォーム事業補助金交付決定取消通知書（様式第11号）により補助対象者に通

知するものとする。 

３ 市長は、第1項の規定により補助金の返還を命ずるときは、かすみがうら市空き家バン

クリフォーム事業補助金返還命令書（様式第12号）により補助対象者に通知するものとす

る。 

（委任） 

第14条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則（平成28年1月30日告示第7号） 

この告示は、平成28年2月1日から施行する。 

附 則（令和2年3月31日告示第35号抄） 

 

 

（施行期日） 

１ この告示は、令和2年4月1日から施行する。 
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附 則（令和3年3月31日告示第26号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和3年4月1日から施行する。 

（適用） 

２ この告示による改正後のかすみがうら市空き家バンクリフォーム事業補助金交付要綱

の規定は、この告示の施行の日以後に交付した補助金について適用し、同日前に交付した補

助金の取扱いは、なお従前の例による。 

附 則（令和4年3月31日告示第60号） 

この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

別表（第3条関係） 

番 号 補助対象工事 

１ 基礎、土台、柱の修繕・補強工事 

２ 外壁、屋根、庇、樋、内壁、天井、床の設置・修繕工事 

３ 塗装工事 

４ 給排水、換気、電気、ガス、通信等の設備工事 

５ 間取りの変更、増築等模様替え工事 

６ 玄関、居室、台所、洗面所、浴室、便所を改良する工事 

７ 建具の取替え等の工事 

８ ベランダ、バルコニー、外構の設置・修繕工事 

備考 備品購入によるリフォームは除く。 
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  ○かすみがうら市空家等解体撤去補助金交付要綱 

令和 5年４月 28 日告示第 67号 

（目的） 

第１条 この告示は、老朽化した空家等の解体撤去を促進し、地域の安全と安心を確保すると

ともに、宅地の再生を図ることを目的として、解体撤去経費の一部を予算の範囲内において補

助することについて、かすみがうら市補助金等交付規則（平成 17 年かすみがうら市規則第 39

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において使用する用語は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年

法律第 127 号。以下「法」という。）及びかすみがうら市空家等対策の推進に関する条例（令和

２年かすみがうら市条例第 1号。以下「条例」という。）において使用する用語の例による。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（法人を除く。以下「補助対象者」という。）は、次の各

号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

(１) 空家等の所有者であって、本市の市税を滞納していないもの。ただし、共有名義人又は

相続人が複数人存在する場合は、全ての共有名義人又は相続人から当該空家等の解体又は撤去

（以下「解体撤去」という。）について同意を得た者（以下「代表者」という。）に限る。 

(２) かすみがうら市暴力団排除条例（平成 23 年かすみがうら市条例第９号）第 2 条第 1 号

又は同条第３号に規定する暴力団及び暴力団員等のいずれにも該当していない者 

(３) 過去にこの告示による補助金の交付を受けていない者 

（補助対象物件） 

第４条 補助金の交付の対象となる空家等（以下「補助対象物件」という。）は、次の各号に掲

げる要件のいずれにも該当するものとする。 

(１) 市内に存在する空家等で管理が不全な状態にあり、法第 13 条の規定による指導又は勧

告を受けたもの 

(２) 現に居住その他の用途に供していない空家等 

(３) 法第 2条第 2項に規定する特定空家等でないもの 

(４) 所有権以外の権利が設定されていない空家等 

(５) 公共事業の補償の対象でない空家等 

（補助対象工事） 

第５条 補助の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、次の各号のいずれにも該

当するものとする。 

(１) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）別表第 1 に掲げる土木工事業、建築工事業若しく

は解体工事業のいずれかに係る同法第3条第1項の規定による許可を受けた者又は建設工事に

係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）第 21条第 1項の規定による登

録を受けた者が請け負う補助対象物件の解体撤去工事（建築物を含まない解体撤去工事を除

く。）であること。 

(２) 空家等の解体撤去工事費が 50 万円以上であること。 
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（補助対象経費） 

第６条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げるものと

する。 

(１) 空家等の解体撤去工事費 

(２) 前号により生じた廃材等の収集運搬費及び処分費 

(３) 周囲への安全を確保する上で、工事又は廃材等の収集運搬に付帯して行うことが適当で

あると市長が認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、建物内及び敷地内の動産の処分費は、補助対象経費としない。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象工事に要する経費として市長が認める額の 2分の 1以内の額

とし、その限度額は 1 件につき 50 万円とする。ただし、補助金の額に 1,000 円未満の端数が

生じた場合は、その端数金額を切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付は、補助対象者（共有名義人又は相続人が複数人存在する場合は、その代表

者に限る。）1人につき 1回を限度とするものとする。 

（事前調査） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、次条の交付申請の前に空家等調査申込

書（様式第 1号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 位置図 

(２) 現況写真 

(３) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による提出があったときは、この告示の施行に必要な限度において、

職員に当該空家等に立ち入り、検査をさせるものとする。 

３ 市長は、前項の立入調査の結果により、当該空家等が補助対象に該当するか否かを判断し、

当該補助対象者に対して空家等調査結果報告書（様式第 2号）により通知するものとする。 

（交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、解体撤去工事の着手前に空家等解体撤

去補助金交付申請書（様式第 3号）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならな

い。 

(１) 2 者以上の見積書の写し 

(２) 建物及び土地の所有権が確認できる書類 

(３) 全ての共有名義人又は相続人から空家等の解体撤去について同意を得ていることが確

認できる書類（共有名義人又は相続人が複数人存在する場合に限る。） 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第 10 条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、適当と

認めるときは、補助対象者に対し空家等解体撤去補助金交付決定通知書（様式第 4号）により

その結果を通知するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する補助金の交付決定において、必要な条件を付することができるも

のとする。 
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（完了届） 

第 11 条 補助事業者は、補助対象工事の完了の日から 30 日を経過した日又は交付決定の日が

属する会計年度の 3 月 15 日のいずれか早い日までに補助対象工事完了届（様式第 5 号）に、

次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。 

(１) 工事完了写真 

(２) 領収証の写し 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定通知） 

第 12 条 市長は、前条の完了届の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の交付決

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助事業者に対し空家等解体撤去

補助金交付確定通知書（様式第 6号）により、その結果を通知するものとする。 

（補助金の請求及び支払） 

第 13 条 前条の通知を受けた補助事業者は、速やかに空家等解体撤去補助金交付請求書（様

式第 7号）により市長に補助金の交付を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求がなされたときは、その内容を審査し、適正であることを

確認のうえ、速やかに補助事業者に補助金を支払うものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 14 条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するものと認めるときは、交付決

定の全部又は一部を取消すものとする。 

(１) 申請書その他の提出書類に虚偽の記載等があったとき 

(２) 補助金の交付条件に違反したとき 

(３) その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき 

（補助金の返還） 

第 15 条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、既に補助金

が交付されているときは、その取り消しに係る補助金について、期限を定めて返還を命ずるも

のとする。 

（その他） 

第 16 条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和 5年 4月 28 日から施行する。 

附 則（令和 5年 9月 29 日告示第 117 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和 5 年法律

第 50号）の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前のかすみがうら市空家等解体撤去補助金

交付要綱第 4条第 1号に規定する要件に該当し、かつ、同要綱第 9条の規定により交付申請が

なされているものについては、この告示による改正後も補助対象物件であるものとみなす。 
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  ○空家等実態調査におけるアンケート 
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 【調査結果】 

Ⅰ 現在利用していない建物の所有者について 

問 1.本アンケートを回答される方はどなたですか。（１つ選択） 

 

問 2.建物の所有者の方の、年齢についてお答えください。(令和 5年１月１日現在)(１つ選択) 

 

66.4%

6.4%

7.2%

1.6%

3.2%

0.8%

8.0%

1.6% 3.2%
1.6%

所有者本人

所有者の配偶者

所有者の子供

所有者の孫

所有者の兄弟姉妹

所有者の親

上記以外の親族及び関係者

建物の所在地には心当たりがない

建物はすでに売却、譲渡または解体済

である

無回答

問1 アンケート回答者

1.7%
6.8%

6.8%

19.7%

35.9%

17.1%

12.0%

問2 所有者の年齢

29 歳以下 30〜39 歳 40〜49 歳

50〜59 歳 60〜69 歳 70〜79 歳

80 歳以上 無回答
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問 3.建物の所有者の方の、現在の居住地についてお答えください。（１つ選択） 

  

 

 

 

 

Ⅱ 所有している建物（利用していない建物のある所在地に記入した建物）につい

て 

問 4.現在、建物をどのように利用していますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

10.3%

26.5%

1.7%
9.4%2.6%

48.7%

0.9%
住宅として利用している

物置・倉庫等で利用している

仕事場・作業場として利用している

週末や余暇時に利用している

既に賃貸済みである

利用していない（空き家状態である）

無回答

44.4%

23.1%

23.1%

9.4%

問3 所有者の居住地

かすみがうら市内

かすみがうら市以外の茨城県内

茨城県外の日本国内

日本国外

未回答

問 4 現在の利用状況 
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問 5.建物を利用しなくなってから、何年位経過しましたか。（１つ選択） 

 

 

問 6.建物を利用しなくなった理由で最も大きな要因は何ですか。（１つ選択） 

 

【その他の内容】 

・農業法人を設立して、休憩・宿泊として利用したが、農業法人清算 

・（稚蚕飼育所の）組合員の減少により飼育が不可能になり、平成 24年に解散となる 

・会社を閉鎖したため 

 

0.9%

10.3%

14.5%

13.7%

3.4%
2.6%1.7%

53.0%

問5 利用しなくなってからの経過年数

1年未満

1年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上２０年未満

２０年以上３０年未満

３０年以上

不明

無回答

21.4%

6.8%

7.7%

0.9%

0.9%

0.9%4.3%5.1%

52.1%

問6 利用しなくなった要因

住んでいた人が死亡したため

住んでいた人が施設入所、入院したため

別の住居へ転居したため

転勤等で長期不在のため

居住用に取得したが入居していない

賃借人が転居したため

相続等により取得したが住む人がいない

相続人が決まらないため

その他

無回答
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問 7.建物は現在、どのような状態ですか。（１つ選択） 

 

 

問 8.建物の種類をお答えください。（１つ選択） 

 

  

10.3%

8.5%

16.2%

7.7%

2.6%2.6%

52.1%

問7 現在の建物の状況

現在でも住める状態

建物外部に破損等がある

建物内部に破損等がある

樹木が繁茂している

現状を把握していない

その他

無回答

34.2%

1.7%

7.7%

3.4%

53.0%

問8 建物の種類

専門住宅

店舗併用住宅

農家住宅

その他

無回答
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問 9.建物の構造をお答えください。（１つ選択） 

 

問 10.建物が建築された時期はいつ頃ですか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

41.0%

4.3%

0.9%

53.8%

問9 建物の構造

木造

鉄骨造

鉄筋コンクリート造

その他

無回答

8.5%
1.7%

1.7%

10.3%

11.1%

7.7%

6.0%

53.0%

問10 建築された時期

1945 年(昭和 20 年)以前

1946 年(昭和 21 年)～1955 年(昭和 30 年)

1956 年(昭和 31 年)～1965 年(昭和 40 年)

1966 年(昭和 41 年)～1975 年(昭和 50 年)

1976 年(昭和 51 年)～1985 年(昭和 60 年)

1986 年(昭和 61 年)～1995 年(平成 7 年)

1996 年(平成 8 年)～2005 年(平成 17 年)

2006 年(平成 18 年)～2015年(平成 27年)

2016年(平成 28年)以降

不明

無回答



 

77 

 

問 11.建物はどのように取得しましたか。（１つ選択） 

 

【その他の内容】 

・相続未実施（複数） 

・知り合いからの贈与 

 

問 12.利用していない建物の相続登記又は名義変更を行いましたか。（１つ選択） 

 

 

 

 

  

23.1%

1.7%

10.3%

11.1%

53.8%

問11 建物の取得方法

家族（親・子）からの相続

家族（親・子）以外の親族からの相続

購入

その他

無回答

26.5%

0.9%

15.4%

57.3%

問12 相続登記・名義変更手続きの有無

名義変更を行った

新たに登記を行った

いずれも行っていない

相続にて取得した物件ではない

から

無回答
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問 13.利用していない建物の登記又は名義変更を行わない理由をお答えください。 

 

【その他の内容】 

・住まないから 

 

問 14.2024 年(令和 6年)4 月 1日より、相続登記が義務化されることを知っていますか。 

 

 

  

25.0%

20.0%

20.0%

10.0%

25.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

その他

相続にて取得した物件ではないから

手続きがわずらわしい

費用の負担感が大きい

登記や名義変更しなくても困らない

問13 登記・名義変更を行わない理由

43.8%

50.0%

6.3%

問14 相続登記義務化の認知

知っている

知らなかった

無回答



 

79 

 

Ⅲ 利用していない建物の管理について 

問 15.利用していない建物の維持管理は、おもにどなたが管理していますか。（１つ選択） 

 

【その他の内容】 

・不動産会社 

・管理していない（複数） 

 

問 16.利用していない建物の維持管理は、どのくらいの頻度で行っていますか。（１つ選択） 

 

29.9%

5.1%

1.7%
0.9%

7.7%

54.7%

問15 主な維持管理者

所有者もしくは家族

親族

近所の人

知人・友人

専門業者

その他

無回答

0.9%
1.7%

4.3%

11.1%

7.7%

17.1%

3.4%

53.8%

問16 維持管理の頻度

日常的

週１回以上

月１回以上

数ヶ月に１回以上

年１回以上

ほとんどしていない

その他

無回答
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問 17.利用していない建物の維持管理について、どのようなことを行っていますか。 

（いくつでも選択） 

 

【その他の内容】 

・何もしない（複数） 

・道に出てくる草・枝を整理 

 

問 18.利用していない建物の維持管理について、心配していることは何ですか。 

（いくつでも選択） 

 

【その他の内容】 

・その他動物などの侵入 

 

 

 

10.5%

18.6%

5.8%

17.4%

14.0%

33.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

様子をみるだけ

破損個所の補修・修繕

空気の入れ替え

家屋内の清掃

庭の手入れ・草刈り

問17 維持管理方法

2.2%

7.6%

8.7%

6.0%

16.8%

8.7%

15.2%

15.2%

19.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

その他

台風、地震などの後の見回り

住宅の痛み、雨漏りなどのチェック

害虫の発生や野良猫などの集中

樹木・雑草の繁茂

ごみの不法投棄

不審者の侵入や放火

台風や地震などによる損壊・倒壊

住宅の腐朽・破損の進行

問18 維持管理の心配ごと
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問 19.利用していない建物の維持管理について、管理上の課題（困難）は何ですか。 

（いくつでも選択） 

 

【その他の意見】 

・今後建物がどうなるか。 

  

3.1%

10.2%

2.0%

14.3%

19.4%

14.3%

14.3%

22.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

その他

特にない

管理者を探すのが大変

時間的余裕がない

管理の手間が大変

管理費用の問題

身体的・年齢的な問題

住まいが遠方

問19 維持管理の課題（困難）
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Ⅳ 今後の利用していない建物の利活用について 

問 20.今後、建物をどのように利用したいですか。（１つ選択） 

 

【その他の内容】 

・解体したいけど費用が高すぎる（60代） 

 

問 21.今後、建物を利活用する上で困っていることはありますか。（いくつでも選択） 

 

【その他の内容】 

・解体費用の工面（60代） 

0.9%

17.9%

0.9%

7.7%

0.9%

13.7%

2.6%

55.6%

問20 今後の利用について
貸したい

売却したい

自分または親族が居住する

セカンドハウスとして時々住むため

に維持する
子や孫に任せる（相続する）

住まずに維持管理をする

建て替える

解体する（更地、駐車場等利用）

公共利用のために活用してほしい

資産として保有していたい（現状維

持）
現状では未定

その他

無回答

7.1%

7.1%

17.3%

6.1%

6.1%

2.0%

12.2%

8.2%

12.2%

21.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

課題はない

その他

買い手・借り手の少なさ

地域の高齢化や人口減少

公共交通の便

再建築不可（道路付けの悪さなど）

リフォーム費用

住宅の耐震性

設備や建具の古さ

住宅の傷み

問21 利活用する上での困りごと
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Ⅴ 空家等・空き地バンクについて 

問 22.かすみがうら市が公開する空家等・空き地バンク（空き家の賃貸・売却を希望する人から登

録を受けた物件情報を、空き家の利用を希望する人に紹介する制度）に登録する意向はありますか。

（1つ選択） 

 

【その他の内容】 

・一度相談したが難しそうだった（不明） 

・使用できる状態にない（60代） 

・登録したいが誰も興味を持たない空家だと思う。（40代） 

  

11.1%

10.3%

10.3%

12.0%

56.4%

問22 空家等・空き地バンクへの登録意向

登録したい

登録したくない

売却する場合は、不動産会社に依頼す

る

その他

無回答・回答不備
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Ⅵ その他要望等 

問 23.建物の利活用や管理について、市への支援要望はありますか。（いくつでも選択） 

 

 

問 24.今後、必要だと思う支援・空家対策やお困りのことなどありましたら、ご記入ください。 

他の市町村にある「空き家解体助成制度」が欲しかった（80 代以上） 

空家内の家具等の処分（80 代以上） 

現在、建物の所有者と解体、更地復帰への交渉中です。何かアドバイスありましたらご助

力お願いいたします。（80 代以上） 

土地や建物を、売却や寄付（賃貸）をしたいと思っています。 

何か良い案はないでしょうか？（30 代、70代） 

需要が見込めないので家をリフォームする気もないし、土地も瑕疵があるので売却出来そ

うにない。子供はいるが、結婚してないので将来相続人なしの物件になりそうなので困っ

ている。（70 代） 

建物の解体、その後の土地の活用・住みやすい地域造り・解体費用（40代） 

 

 

49.3%

4.2%

1.4%

4.2%

7.0%

1.4%

21.1%

11.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

無回答

その他

建物等の管理代行業者の紹介

建物の有効活用に関する情報の共有

公共機関による建物の借り上げ制度

建替え、改修について相談できる

アドバイザーの派遣

建物解体（改修含む）費用の支援

建物について不動産、建築、相続手続、法律の

専門家に相談できる窓口の開設

問23 市への支援要望
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